
令和４年度 旭市一般会計予算の概要 

 

１．予算規模 

令和４年度当初予算額    ２８，７１０，０００千円 

  令和３年度当初予算額    ２９，８９０，０００千円 

    比     較      △１，１８０，０００千円（３．９％減） 

 

２．歳  入 

 (１) 市税は、7,419,806千円で、対前年度 254,027千円、3.5％の増で計上した。 

市民税は、令和３年度決算見込の増減傾向から、個人分、法人分ともに増と見込んだ。固定

資産税は、土地、家屋、償却資産でそれぞれ増を見込み、市税全体では新型コロナウイルス感

染症による影響等もあるものの増と見込んだ。なお、都市計画税については、都市計画事業等

の財源に、入湯税については観光・消防施設等の整備、及び観光振興に要する費用の財源に充

てる。 

 (２) 地方消費税交付金は、1,590,000千円で、対前年度 110,000千円、7.4％の増で計上した。 

なお、平成 26年度に実施された 5％から 8％への税率引き上げ、及び令和元年度に実施され

た 10％への税率引き上げによる地方消費税増収分ついては、全額社会保障経費の財源に充てる。 

 (３) 地方特例交付金は、47,000千円で、対前年度△107,000千円、69.5％の減で計上した。 

令和 3年度まであった環境性能割（自動車税、軽自動車税）の減収補填分と新型コロナウイ

ルス感染症により経営状況が悪化した中小事業者の減免を補填する新型コロナウイルス感染

症対策地方税減収補填特別交付金の減少分を見込み計上した。 

 (４) 地方交付税は、8,900,000千円で、対前年度 480,000千円、5.7％の増で計上した。 

普通交付税は、7,900,000千円で、合併特例債の借入金償還額の償還終了等による一時的減

額による公債費算入分の減などがあるものの、地方財政計画の伸びに伴う交付額の増などから、

対前年度 530,000千円、7.2％の増で計上した。 

特別交付税は、1,000,000 千円で、過疎対策事業債の充当による減などから、対前年度

△50,000千円、4.8％の減で計上した。 

(５) 分担金及び負担金は、345,291千円で、対前年度△20,944千円、5.7％の減で計上した。 

主なものは、廃棄物収集運搬費用負担金 29,410千円、学校給食費負担金 231,525千円を計上

した。 

(６) 使用料及び手数料は、353,887千円で、対前年度△21,957千円、5.8％の減で計上した。 

主なものは、塵芥処理手数料119,145千円、公立保育施設保育料57,236千円などを計上した。 

(７) 国庫支出金は、3,166,639千円で、対前年度△81,830千円、2.5％の減で計上した。 

主なものは、障害者自立支援給付費等負担金 640,387千円、児童手当負担金 611,563千円、

生活保護費負担金 506,017千円、子どものための教育・保育給付交付金 456,875千円、社会  

資本整備総合交付金 323,470千円を計上した。 

(８) 県支出金は、1,906,647千円で、対前年度 69,505千円、3.8％の増で計上した。 

主なものは、障害者自立支援給付費等負担金320,193千円、保険基盤安定負担金229,612千円、

子どものための教育・保育給付費負担金 208,752千円を計上した。 

(９) 繰入金は、512,764千円で、対前年度△611,629千円、54.4％の減で計上した。 

主なものは、財政調整基金繰入金 223,000千円、地域振興基金繰入金 123,207千円、ふるさ

と応援基金繰入金 110,000千円を計上した。 

(10) 市債は、2,128,900千円で、対前年度△1,373,200千円、39.2％の減で計上した。 

主なものは、合併特例債が 4事業で 177,700千円、公共施設等適正管理推進事業債が 6事業

で 352,800千円、過疎対策事業債が 13事業で 428,300千円、臨時財政対策債 400,000千円を

計上した。 
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一般会計

予　　算　　額 予　　算　　額 増　　減　　額

1 市 税 7,419,806 25.9 % 7,165,779 24.0 % 254,027 3.5 %

2 地 方 譲 与 税 356,000 1.2 % 317,000 1.1 % 39,000 12.3 %

3 利 子 割 交 付 金 4,000 0.0 % 5,000 0.0 % △ 1,000 △ 20.0 %

4 配 当 割 交 付 金 39,000 0.1 % 36,000 0.1 % 3,000 8.3 %

5 株式等譲渡所得割交付金 47,000 0.2 % 26,000 0.1 % 21,000 80.8 %

6 法 人 事 業 税 交 付 金 72,000 0.3 % 60,000 0.2 % 12,000 20.0 %

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,590,000 5.5 % 1,480,000 4.9 % 110,000 7.4 %

8 環 境 性 能 割 交 付 金 54,000 0.2 % 50,000 0.2 % 4,000 8.0 %

9 地 方 特 例 交 付 金 47,000 0.2 % 154,000 0.5 % △ 107,000 △ 69.5 %

10 地 方 交 付 税 8,900,000 31.0 % 8,420,000 28.2 % 480,000 5.7 %

11 交通安全対策特別交付金 9,000 0.0 % 9,000 0.0 % 0 0.0 %

12 分 担 金 及 び 負 担 金 345,291 1.2 % 366,235 1.2 % △ 20,944 △ 5.7 %

13 使 用 料 及 び 手 数 料 353,887 1.2 % 375,844 1.3 % △ 21,957 △ 5.8 %

14 国 庫 支 出 金 3,166,639 11.0 % 3,248,469 10.9 % △ 81,830 △ 2.5 %

15 県 支 出 金 1,906,647 6.7 % 1,837,142 6.1 % 69,505 3.8 %

16 財 産 収 入 59,573 0.2 % 50,566 0.2 % 9,007 17.8 %

17 寄 附 金 150,000 0.5 % 71,000 0.2 % 79,000 111.3 %

18 繰 入 金 512,764 1.8 % 1,124,393 3.8 % △ 611,629 △ 54.4 %

19 繰 越 金 600,000 2.1 % 600,000 2.0 % 0 0.0 %

20 諸 収 入 948,493 3.3 % 991,472 3.3 % △ 42,979 △ 4.3 %

21 市 債 2,128,900 7.4 % 3,502,100 11.7 % △ 1,373,200 △ 39.2 %

28,710,000 100.0 % 29,890,000 100.0 % △ 1,180,000 △ 3.9 %

19,845,794 69.1 % 19,931,026 66.7 % △ 85,232 △ 0.4 %

8,864,206 30.9 % 9,958,974 33.3 % △ 1,094,768 △ 11.0 %

10,389,814 36.2 % 10,745,289 35.9 % △ 355,475 △ 3.3 %

18,320,186 63.8 % 19,144,711 64.1 % △ 824,525 △ 4.3 %依　　存　　財　　源

比　　較　　増　　減

自　　主　　財　　源

増 減 率

合　　　　　　　　　計

一　　般　　財　　源

特　　定　　財　　源

　　　　（単位：千円）

区　　　　　　　　分
構 成 比

令　和　４　年　度 令　和　３　年　度

構 成 比

　《　歳　　入　》
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３．歳  出 

(１) 人件費、扶助費、公債費の義務的経費は、14,515,250千円で、対前年度△156,029千円、1.1％

の減で計上した。 

人件費は、「定員適正化計画」に基づく職員数の削減や、期末手当の減などはあったものの、

公立保育所や放課後児童クラブ、小・中学校の英語教育関係などの会計年度任用職員の増など

により、対前年度 25,567千円、0.4％の増で計上した。 

扶助費は、民間認可保育所運営費給付事業の減などにより、対前年度△83,148千円、1.5％  

の減で計上した。 

公債費は、元利償還金の減により、対前年度△98,448千円、3.0％の減で計上した。 

(２) 投資的経費は、2,858,446千円で、対前年度△1,327,875千円、31.7％の減で計上した。 

主なものとして、合併特例事業では、飯岡海上連絡道三川蛇園線整備事業、冠水対策排水  

整備事業、消防庁舎整備事業、サッカー場整備事業などを計上した。 

公共施設適正管理事業では、道路維持補修事業、社会教育施設再編事業などを計上した。 

土木費では、継続事業として道路新設改良事業、震災復興・津波避難道路整備事業、ほか、

飯岡海上連絡道三川蛇園線整備事業などを計上した。 

消防費では、新規事業として、消防庁舎整備事業などを計上した。 

教育費では、小学校施設改修事業、第二学校給食センター管理費などを計上した。 

(３) 物件費は、3,740,180千円で、対前年度 98,915千円、2.7％の増で計上した。 

主なものとして、旧旭市民会館や青年の家の解体等に要する経費などを計上した。 

(４) 補助費等は、4,596,758千円で、対前年度 109,734千円、2.4％の増で計上した。 

主なものとして、環境衛生事務費に計上した東総地区広域市町村圏事務組合負担金 （広域

ごみ処理施設運営費及び建設費）などを計上した。 

(５) 積立金は、202,035千円で、対前年度 81,742千円、68.0％の増で計上した。 

主なものとして、ふるさと応援基金積立金を計上した。 

(６) 投資及び出資金は、141,476千円で、対前年度△36,852千円、20.7％の減で計上した。 

公共下水道事業会計及び農業集落排水事業会計への出資金を計上した。 

(７)  繰出金は、2,364,295千円で、対前年度 102,244千円、4.5％の増で計上した。 

主なものとして、国民健康保険事業特別会計をはじめとする特別会計への繰出金や、後期  

高齢者医療広域連合に対する負担金を計上した。 
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一般会計

　《　歳　　出　》　性 質 別

予　　算　　額 予　　算　　額 増　　減　　額

1 人 件 費 5,993,299 20.9 % 5,967,732 20.0 % 25,567 0.4 %

2 物 件 費 3,740,180 13.0 % 3,641,265 12.2 % 98,915 2.7 %

3 維 持 補 修 費 133,560 0.5 % 184,639 0.6 % △ 51,079 △ 27.7 %

4 扶 助 費 5,370,036 18.7 % 5,453,184 18.2 % △ 83,148 △ 1.5 %

5 補 助 費 等 4,596,758 16.0 % 4,487,024 15.0 % 109,734 2.4 %

6 普 通 建 設 事 業 費 2,858,439 9.9 % 4,186,314 14.0 % △ 1,327,875 △ 31.7 %

（イ）　　補　　　　　　　助 723,514 2.5 % 1,012,972 3.4 % △ 289,458 △ 28.6 %

（ロ）　　単　　　　　　　独 2,073,606 7.2 % 3,090,287 10.3 % △ 1,016,681 △ 32.9 %

(ハ)　　県営事業負担金等 61,319 0.2 % 83,055 0.3 % △ 21,736 △ 26.2 %

7 災 害 復 旧 費 7 0.0 % 7 0.0 % 0 0.0 %

8 公 債 費 3,151,915 11.0 % 3,250,363 10.9 % △ 98,448 △ 3.0 %

9 積 立 金 202,035 0.7 % 120,293 0.4 % 81,742 68.0 %

10 投 資 及 び 出 資 金 141,476 0.5 % 178,328 0.6 % △ 36,852 △ 20.7 %

11 貸 付 金 108,000 0.4 % 108,800 0.3 % △ 800 △ 0.7 %

12 繰 出 金 2,364,295 8.2 % 2,262,051 7.6 % 102,244 4.5 %

13 予 備 費 50,000 0.2 % 50,000 0.2 % 0 0.0 %

28,710,000 100.0 % 29,890,000 100.0 % △ 1,180,000 △ 3.9 %

14,515,250 50.6 % 14,671,279 49.1 % △ 156,029 △ 1.1 %

2,858,446 10.0 % 4,186,321 14.0 % △ 1,327,875 △ 31.7 %

　　　　（単位：千円）

令　和　３　年　度

　　投資的経費　６ ＋ ７

　　義務的経費　１＋４＋８

合　　　　　　　　計

区　　　　　　　　分
比　　較　　増　　減

増 減 率構 成 比

令　和　４　年　度

構 成 比
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一般会計

　《　歳　　出　》　目 的 別

予　　算　　額 予　　算　　額 増　　減　　額

1 議 会 費 221,835 0.8 % 204,351 0.7 % 17,484 8.6 %

2 総 務 費 3,611,404 12.6 % 4,031,181 13.5 % △ 419,777 △ 10.4 %

3 民 生 費 9,452,281 32.9 % 9,423,801 31.5 % 28,480 0.3 %

4 衛 生 費 4,009,578 13.9 % 4,006,432 13.4 % 3,146 0.1 %

5 労 働 費 3,333 0.0 % 1,869 0.0 % 1,464 78.3 %

6 農 林 水 産 業 費 1,047,420 3.6 % 901,386 3.0 % 146,034 16.2 %

7 商 工 費 454,129 1.6 % 445,542 1.5 % 8,587 1.9 %

8 土 木 費 2,951,922 10.3 % 3,376,890 11.3 % △ 424,968 △ 12.6 %

9 消 防 費 1,107,678 3.8 % 1,167,039 3.9 % △ 59,361 △ 5.1 %

10 教 育 費 2,573,182 9.0 % 2,951,366 9.9 % △ 378,184 △ 12.8 %

11 災 害 復 旧 費 7 0.0 % 7 0.0 % 0 0.0 %

12 公 債 費 3,151,915 11.0 % 3,250,363 10.9 % △ 98,448 △ 3.0 %

13 諸 支 出 金 75,316 0.3 % 79,773 0.2 % △ 4,457 △ 5.6 %

14 予 備 費 50,000 0.2 % 50,000 0.2 % 0 0.0 %

28,710,000 100.0 % 29,890,000 100.0 % △ 1,180,000 △ 3.9 %

構 成 比

合　　　　　　　　計

　　　　（単位：千円）

区　　　　　　　　分
令　和　４　年　度

構 成 比 増 減 率

令　和　３　年　度 比　　較　　増　　減
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